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私は現在、在外研究中でアメリカに滞在しています。

今回はその間にアメリカで行った「広告主と広告代理店

との取引関係が近年どのように変化してきたか」という

調査の結果についてご報告したいと思います。

皆さんよくご承知のとおり、広告主と広告代理店間の

取引には業界のいろいろな変化が影響しています。例え

ば、メガ広告代理店グループの存在、報酬制度の変化、

広告代理店のアンバンドリング、メディア・ニュートラ

ルなど広告代理店の持っている機能がいろいろ分散化す

る傾向、マスメディアをはじめインターネットなど様々

なメディアの変化、そしてもちろん消費者の変化などが

あります。こういった変化を総体的にどのように理解し

たらいいのか、というのが私の問題意識です。

具体的には、アメリカを中心とした広告主と広告代理

店のパートナーシップ関係は、一体どのように変化して

いるのかを見ていきたいと思っています。

ただし、若干注釈を付け加えさせてください。報告の

タイトルは「グローバル広告主―広告代理店」というふ

うになっておりますが、私が調べたのは、結果としては

アメリカの広告主と広告代理店でしたので、そのように

ご理解をいただきたいと思います。それから、パートナ

ーシップという言葉を使ったのですが、普通、パートナー

シップというのは非常にポジティブな意味合いで使われ

ることが多いと思います。しかしこの場合は、単に広告

取引関係と置き換えてご理解をいただきたいと思います。

後ほど詳しく申し上げますが、広告主が広告代理店に

報酬をどのように支払うのかという報酬制度が近年非常

に大きく変化をしています。この報酬制度の変化という

のは当然お金にかかわる問題ですから、取引関係の中で

も非常に中心的な変化です。そこで本報告では、報酬制

度が変わると果たして広告主対広告代理店の関係はどの

ように変化していくのか、ということを中心に見ていき

たいと思います。

次に、なぜそのように報酬制度が変化したのか、そし

てその背景にはどのような事情があったのかということ

を、もう少し掘り下げてみます。そして最終的には、日

本の広告主と広告代理店へのインプリケーションを申し

上げたいというのが、今回の報告の目的です。

研究の方法としては、第一に既存資料の分析です。

今までに出ている資料、特にアメリカ広告主協会

（AAA）ですとかアメリカ広告代理業協会（AAAA）等

が発表している資料や、広告ジャーナリストのジョー・

カッポが最近書いたアメリカの広告代理店についての総

括的な本、あるいはその他の論文、記事などです。
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さらに広告関係者に対するインタビューも行いました。

例えば広告主として全米有数の製薬会社、小規模な保険

会社にインタビューしました。それから広告代理店関係

の方、特にAAAAの関係者にインタビューし、その他で

はコンサルティング会社、特にサーチコンサルタントと

言われる広告主のために広告代理店を選定する会社の方、

あるいは広告代理店と広告主との関係について色々な調

査を行っているコンサルタントの方等々にヒアリングを

行いました。その上で、私がまとめた結果を識者の方に

一度レビューしていただいて、その妥当性を検証しよう

と考えました。

まず課題の全体的な背景ですが、皆さん既にご承知の

とおり、ここ10年から20年ぐらいの間に、広告代理店は

メガ・エージェンシーと呼ばれるグループに集約されて

きました。4大グループとしてオムニコム、WPP、イン

ターパブリック、ピュブリシスがあります。今年になっ

て、アメリカの上位広告代理店の中で唯一独立を保って

いたグレイ社もWPPに吸収されました。

今は4プラス2といわれていまして、この他には電通と

アバスという二つの広告代理店が上位に位置しています。

これら上位4グループの広告代理店の売上げを足します

と、全米の広告費の約55％に達していると言われ、上位

の広告代理店グループの寡占状況がますます強まってい

る状況にあります。

次に、報酬制度と広告取引の変化について見ていきま

す。

ここ10年間、もっと正確に言うと1994年以降だと思い

ますが、広告主から広告代理店に支払う報酬の支払い方

が大きく変化しました。それは従来のコミッション制度

すなわち取扱高の15％の報酬に代わる制度のことです。

フィーシステムといわれたり、あるいは成果報酬といわ

れたり、インセンティブといわれたりしています。（この

発表ではこうした新しい報酬制度を総称して「フィー制

度」と呼ぶことにします）

例えば実際に働いた量に比例して報酬を払うとか、あ

るいは成功した程度に応じてインセンティブを支払う、

というようなことが普通に行われるようになってきてい

ます。成果報酬制度を具体的に申し上げれば、従来から

のコミッション制度に代わって、コストベースで一人が

どのぐらい働いたか、その業務量に基づいて費用を計算

していく。それから目標を設定して、達成された場合に

報酬をプラス で払うというものです。この他にも、コ

ミッションとフィーとインセンティブを混ぜたようなハ

イブリッドという形式もあります。

これらの報酬制度が広告業界全体に本格的に普及した

のは、94年以降のようです。ビールスという会社の調査

によると、消費財企業ではコミッション制度が94年以降

急激に少なくなってきて、代わってフィー制度が非常に

伸びてきたという結果が出ています。

もう一つの変化として、プロキュアメントという調達

部門が広告に関わってきたということがあります。プロ

キュアメントというのは、従来は企業が家具を買うとか

工場の設備を買うとかいうような物の調達にかかわって

きた部門ですが、これが広告会社の選定に参加してマー

ケティング費用等が妥当かどうかを算定し、それをマー

ケティング部門と共に検証していくというような仕事を

します。これによってプロキュアメント部門は経費削減

に貢献し、あるいは予算設定に関与してくるわけで、こ

れもまた従来にはないような動きだと思います。

広告主上位37社のうち28社はこういった調達部門を使

っています。そして成果レビューということで、成果を

より厳密に測定し評価していくようになりました。

最後にメディア環境の変化ということですが、今アメ

リカではマスメディア以外のいわゆるビローザラインと

呼ばれる広告活動が、全体の50％を超えて非常に大きく

なってきました。プロモーションやPR、インターネッ

ト、その他にワード・オブ・マウスつまり口コミと呼ば

れるゲリラ・マーケティングとかバズ・マーケティング、

ストリート・マーケティング、バイラル・マーケティン

グなど色々な言い方がありますが、こうした従来の伝統

的ではない広告活動が非常に活発になってきています。

次に、このような状況にあって広告代理店の役割がい

かに変化してきたかを見てみます。

これはコカ・コーラのCOOの方が言われたことです

が、「デビッド・オグルビーが生きていた1960年代頃ま

課題の背景
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では、広告代理店は会社のトップが持ち得る最も価値の

あるパートナーであった。しかし、広告代理店ビジネス

はこの30年間にパートナーの役割を放棄してしまいコン

サルティングがその役割にとって代わってしまった。そ

の理由は、広告代理店が自分たちの役割をマーケティン

グではなく広告代理業と捉え、良いクリエーティブを作

ればいいんだと考え過ぎて、非常に狭い役割に自分を閉

じ込めてしまった」ということを言っています。

一方ではグレイやレオ・バーネット、あるいはサー

チ＆サーチ等を使っているP＆Gの方は、「われわれの広

告代理店は、パートナーとしてP＆Gのブランド資産の育

成をよく手助けしてくれる。重要なことは広告のアイデ

ア以上のことを提供してくれることだ」というふうに言

っています。広告代理店によってかなり姿勢が異なるか

もしれませんが、いずれにしても広告に限ってアイデア

を提供していくのか、あるいはそれ以上のことをやるの

かによって、広告代理店の評価がかなり違ってくるのは

当然だと思います。

ここからは、私がいろいろとヒアリングをしてきた結

果のまとめです。

こうした報酬制度の変化の結果、どのように広告取引

が変化してきたでしょうか。

第一に、従来のフル・サービス・エージェンシー機能

が見直されるようになった。例えば1970年代にはヤン

グ＆ルビカムがホールエッグというような考えを出しま

した。これは電通が80年代から言っているトータル・コ

ミュニケーション・サービスに近いわけですけれども、

そういったフル・サービスの理想というものが近年は消

滅してしまった。つまり作業と対価との関係が明白にな

ってくると、全てをトータルに、悪い言葉で言えば丼勘

定で計算するということは非常に難しくなってきたわけ

です。

例えば、ある製薬会社のダイレクト・トゥ・コンシュ

ーマー部門では、広報から各種の活動までいろんな会社

を同時に14社使っている。ですから、ここでは広告主自

身が全体を統合するという役割を果たしているわけです。

一方では、フル・サービス・エージェンシーが無くなっ

たからといって、ではフル・サービスの必要性はなくな

ったのかというと、広告主にはやはりビジネス全体に関

与して欲しいという要望はある。これが先ほどのコカ・

コーラのCOOの言葉に表れています。それでは、フル・

サービス・エージェンシーがなくなると広告代理店は一

体どうなるかというと、「広告代理店はやはりアイデア

だ。広告のアイデアに集中して、できるだけクリエーテ

ィブな広告を作って欲しい」という希望が広告主から出

てきます。

先ほど例に挙げた製薬会社などは非常に高いマーケテ

ィング能力を持っていますけれども、広告クリエーティ

ブを作ることまでは自社では全くできない。ですから、

そこに期待しているという言葉が出てきます。このよう

なアイデアへの期待を象徴するのは、近年のノン・トラ

ディショナルと言われるような一群のエージェンシーで

す。こうした会社は従来の広告代理店からちょっとはみ

出したアイデアを売り物にしたゲリラ・マーケティング

をやっています。

このように、全てを一社でやっているという従来のよ

うな代理店の形態が、報酬制度の変更等に伴って減少し

てきたという現象があります。

結果の二番目は、広告主の地位の強化です。

従来からアメリカでは広告主の立場が非常に強かった

のですが、報酬制度が変わることによってそれがさらに

強くなってきたということです。つまり、広告主の取引

における交渉パワーがより強くなってきて、広告主が報

酬制度の改革をリードするようになってくる。そして広

告主から広告代理店に対する注文というのはワンストッ

プ・ショッピングではなくて、課題ごとの非常に具体的

な注文になってきます。

それでは広告代理店の能力が低下したかというとこれ

は両論があって、はっきりとは申し上げられません。あ

る人に言わせると下がったと言っている。それからフィ

ー制度というものが本当に仕事の効率を上げたかどうか

についても、「上げたともいえるし、上げていないともい

える」ということで、これもあまりはっきりしません。

また、後でも述べるように、一流のビジネススクールで

MBAを取得した人たちが米国の広告代理店に行くケース

は少ないと考えられています。

これは広告代理店のサラリー水準にも起因すると思わ

れます。

フルサービスか専門化か
広告主がリードする報酬制度の変更

2



12 ● AD STUDIES Vol.11 2005

結果の三番目はIMC主体の曖昧化です。従来から言わ

れているIMC＝インテグレーティッド・マーケティン

グ・コミュニケーションというものを、本当はどこがや

るのかという議論は以前からありましたが、いまそれが

非常に曖昧になってきています。

先程も紹介したジョー・カッポさんの本の中に、統合

という考え自体は非常に正しい考えであるが、誰も本当

にはそういった統合はやってないんだと書かれています。

これは広告主側にも広告代理店側にも両方ともそういう

事情が生じてきています。

なぜIMCができないのでしょうか。第一の理由として、

広告主自身も本当のインテグレーションの必要性をどう

も感じていないということです。広告主自身も組織の層

が複雑化、複層化しているために統合化するということ

は本当にはできていないし、本気でやろうとも思ってい

ない。第二には、代理店自身が指揮者のような本当にゼ

ネラリストという役割を果たす能力を持っていないとい

うこと。それから三番目に、先ほど申し上げたように報

酬制度が変わったことによって、インテグレーションを

したらインテグレーションのフィーがもらえるのかと言

うと、それは直接的にはもらえないわけです。そういう

こともあずかって、広告代理店もIMCを本当には実践で

きなくなってきている。

従ってフィー制度というものと代理店のIMCというも

のはどうも両立し難いんではないかなという感じを私は

持っています。広告主自身も本当に能力ある企業はでき

ているのでしょうが、そういう企業は実際には数が少な

いと感じています。

多少余談になりますが、先述したようにMBAを取っ

て優秀と見られている人たちが、広告代理店に就職しな

くなる傾向があります。これはある記事の引用ですが、

アメリカの広告代理店のAEは年間の収入が約560万円ぐ

らい、クリエイティブ・ディレクターは1265万円、CEO

が1700万円ぐらいだそうです。コロンビア大学のMBA

を取得して金融関係やコンサルティング会社等に就職す

れば、最初から1000万円ぐらいもらえます。そうなると

広告代理店はやはり相対的に給料が低い。例えば私が現

在滞在しているコロンビア大学のビジネススクールに求

人にくる広告代理店はWPPぐらいです。そのように報酬

制度が変わった結果として、広告代理店に行く人の質も

変わってきているということがあるようです。

IMCに限らず、90年代に掲げられた広告作業の理想は

現在必ずしも実現していません。例えばメディア・ニュ

ートラルという考え方があります。これを実践するため

には、本当はマスメディアを抜きにしてメディアプラン

を考えなければいけないけれども、実際は先ほど申し上

げたように広告代理店が期待されているのは広告クリエ

ーティブなんです。こうしたクリエーティブは当然マス

メディアに使われることが多いわけです。そうなると、

メディア・ニュートラルと言いながらも、メディアのコ

ミッションを貰わないまでも、クリエーティブを作るか

らにはマスメディアのことを考えに入れなくてはいけな

くなってきて、必ずしもプランニングがニュートラルで

はなくなってくる。こういうことも報酬制度の変化の帰

結として起こっています。

次に、ここからは報酬制度が変化してきた背景として

の社会経済要因についてお話しします。

第一の要因は、90年代からの広告主自身の要求です。

90年代初期からコミッションが低下してきたのですが、

これは広告主のプレッシャーによるもので、広告代理店

の取り分が少なくなってきたことを意味しています。そ

の要求の背景には広告代理店が儲け過ぎているのではな

いかという批判や、コスト削減、取引の透明性や成果主

義への要請がありました。

しかし一方においては広告代理店自身も、こうした報

酬制度の変更への動きを支持してきたという事実があり

ます。それはなぜかというと、広告コミッションがずっ

と減ってきたために、代理店の経営が成り立たなくなっ

てきて、フィーぐらいは最低限払って欲しい、という要

望がでてきた。特に中小代理店ではフィー制度を支持し

てきたということがあります。それから広告主自身が、

メディアを買い付ける可能性も出てきたので、ますます

広告代理店としては、とにかくフィーを払ってもらいた

いということになりました。このように代理店自身がフ

ィー制度への変更を支持した結果、さらにこうした動き

報酬制度の変化の社会経済的要因

広告 変わるもの 変わらないもの 
特集 
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が加速されました。

そのことについては、AAAA（米国広告代理業協会）

にヒアリングをしましたら、「今後、日本でアメリカと同

じような失敗をしないように、くれぐれも警告をしたい」

と言うわけです。こういう意見は、おそらくここでしか

聞けないでしょう。なぜならAAAAの人たちは広告代理

店を既にリタイアした人が多く、ある意味で自由に発言

できる立場ですのでこうした発言が聞けるわけです。

要するに、広告主の圧力が非常に強くなってきたので、

広告代理店は報酬制度を完全にコントロールできなくな

ってしまいました。極端な例ですと、ある広告主は広告

代理店の給料を全部開示しろとまで言い出しました。さ

すがにそこまで言われたので広告代理店が怒り出し、取

引をやめたなどということがありました。

ということで、米国の広告代理店もこのようなフィー

制度の結果、非常に大きな問題を抱えているということ

が、ご理解いただけると思います。

背景要因の二番目は米国経済の90年代の好況です。ア

メリカは93年から2000年まで、これまで例のないくらい

長期的な繁栄を享受してきました。その結果、広告代理

店が90年代の好況期にフィー制度に移行しても代理店の

収入は減らなかった。つまり報酬制度が変わっても広告

代理店はハッピーな状況にあったわけですから、代理店

自身もこれでいいじゃないかと非常に満足していました。

問題が露呈してきたのは、2000年にITバブルが崩壊した

その後です。景気後退の結果、広告主と広告代理店との

関係が悪くなるという事態が生じました。

三番目の背景要因は米国の組織的文化の影響です。広

告業界のフィー制度はコンサルティング業界のような外

部のフィー制度の影響を受けているということがありま

す。あるいは広告主自身も成果報酬制度を取り入れてい

たので、広告取引にもそういった制度を取り入れること

が非常に容易であったという背景があります。さらに広

告主の中の組織内圧力という要因があります。新しい

CMO、マーケティング担当役員が来ると、とにかくそれ

までやってきたことを全て変えて、新しいことをやりた

がります。広告キャンペーンや広告表現などは変化や成

果が目に見えやすいわけです。通常、CMOの任期という

のはCEOの半分ぐらいですから、CMOは何かしないと

すぐクビになってしまうということで、ますます代理店

に圧力をかけるというような背景もあります。

以上をまとめますと、米国広告取引の報酬制度の変容

の背景には、広告業界固有の要因、あるいは社会経済的

な要因、またアメリカ企業自身の組織文化的な要因があ

った。その結果として広告代理店機能が特化した、広告

主の地位がさらに高まった、あるいはIMCの主体が曖昧

になるというような変化が現れてきたと理解できると思

います。

そこで日本の広告業界へのインプリケーションを考え

てみたいと思います。このように見てくるとアメリカに

おける報酬制度の変化は、実はアメリカ固有の社会経済

あるいは業界的な要因に非常に影響されていることがわ

かります。それではこうした報酬方法の変化を背景とし

た広告取引関係の変容は日本にすぐにあてはまるでしょ

うか。

日本とアメリカの広告業界にはつぎのような違いがあ

ります。メディアの需給関係、メディアの上位への集中

度、マスメディアの有効性、地理的な意味での市場の集

中度の相違、職の流動性、役員制度の違い等々、こうい

うことを考えてみると、どうも報酬制度の変化、さらに

取引の慣習の違いというものは日本にはすぐにあてはめ

ることができないのではないかと思われます。つまり米

国の広告取引のあり方は必ずしもグローバルなものでは

なく、米国のローカルな事情を反映して成立したものな

のです。また先ほど申しました米国の好況と不況が、こ

の変化を助長し、問題を露呈するように働いています。

本日の私の発表は、報酬制度としてコミッションがい

いのかフィーがいいのかということを論じるものではあ

りません。また日本の広告市場が特殊であることをこと

さらに主張するつもりもありません。しかし米国固有の

環境、業界要因というものが報酬制度に影響し、さらに

それが米国の広告主と広告代理店との関係に影響してい

るということを考えると、日本で広告主と広告代理店の

関係を報酬制度も含めて議論する際には、そうした取引

の変化を「グローバルな現象」として捉えるのではなく、

日本の社会経済環境や業界要因を含めて考察することが、

さらに必要になるのではないかと考えられます。

日本の広告界へのインプリケーション
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